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国の補助事業活用について（地域公共交通確保維持改善事業）

（１）地域公共交通確保維持改善事業について

平成１９年１０月、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が施行さ

れ、地域の合意形成による地域公共交通活性化再生に向けた環境整備がなされま

した。

この制度は、この法律に基づき設立された協議会（法定協議会）が地域公共交

通総合連携計画の策定、同計画に基づく事業の具体化の実現のために、地域にお

けるバス、乗合タクシー等の事業、公共交通利用促進等の多様な取り組みを、地

域の合意に基づいて行うものです。

具体的には、地域の関係者（地域住民、交通事業者、町など）で構成する法定

協議会が実施する、地域公共交通総合連携計画の策定のための調査事業や、当該

計画に基づいて実施される事業について、地方運輸局長が事業計画の認定を行い、

国費による補助を行うものであります。

まず、平成26年度においては、岩内町における公共交通のあり方を検討するた

め、町民の交通ニーズに係るアンケート等を実施し、その結果を参考としながら、

地域公共交通総合連携計画を策定し、地域公共交通の充実が必要との判断がなさ

れれば、次のステップとなる、岩内町生活交通ネットワーク計画を策定し、実証

運行実験など進めて行きたいと考えます。

（２）計画の策定と実施

平成26年2月25日

岩内町地域公共交通活性化協議会(法定協議会）

平成26年度 国 の 支 援

(単年度補助)

地域公共交通総合連携計画の策定

■ 計画策定の補助

※地域公共交通の活性化を総合的かつ

一体的に推進するための計画を策定

平成27年度以降 ※必要と判断した場合 ■ 生活交通ﾈｯﾄﾜｰｸ計画

の策定の補助

岩内町生活交通ﾈｯﾄﾜｰｸ計画における ■ 車両購入の補助

事業推進
※ ■ 地域内フィーダー

例）コミバスや乗合タクシーなどの実 交通運行などにおけ

証運行実験、利用促進活動など る経費の補助など


